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１. 14年 9月中間期の業績（平成 14年  4月  1日 ～ 平成 14年  9月 30日）
(1)経営成績 （百万円未満切り捨て）

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 19,410 △ 2.4 256 △ 4.2 △ 387 -
13年 9月中間期 19,886 0.3 267 - △ 309 -
14年 3月期 47,507 2,447 992

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 △ 247 - △ 4.01
13年 9月中間期 △ 204 - △ 3.31
14年 3月期 340 5.50
(注)①期中平均株式数    14年 9月中間期  61,833,109株   13年 9月中間期  61,863,922株   14年 3月期   61,848,362株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

14年 9月中間期 － －
13年 9月中間期 － －
14年 3月期 － 5.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 93,902 21,007 22.4 339.85
13年 9月中間期 99,336 20,586 20.7 332.77
14年 3月期 95,709 21,548 22.5 348.41
(注)①期末発行済株式数　14年 9月中間期 　61,812,160株　13年 9月中間期 　61,863,922株　14年 3月期 　61,848,362株

 　 ②期末自己株式数　　14年 9月中間期 　 　 51,762株                      　       　14年 3月期 　    15,560株

２. 15年 3月期の業績予想（ 平成 14年  4月  1日  ～  平成 15年  3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 48,500 600 340 5.00 5.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）                5 円  50 銭

　※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は

　　今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料

　　の３～５ページをご参照下さい。
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(1) 需要家数及び普及率

件 件 △13.7

件 件 △1.6

％ ％ －

(2)ガス販売量

(3)売上高及び利益

  1．営業概況

(単位未満切り捨て)

△77

△43

16,231

571

2,374

12

695

19,886

△309

△204

7

項     目

売
 
上
 
高

2,322

550

15,898

（14/4～14/9）
当中間会計期間 前中間会計期間

△332

△21

△51

8

△78

△475

公 用

附 帯 事 業 収 益

5

62

109

△0

1

経   常   利   益

△11.7

19,410

617

21

（13/4～13/9）
増  減 増減率

(％)

(単位未満切り捨て)

新設件数

期末件数

受 注 工 事 収 益

器 具 販 売 収 益

合     計

37

13

567,240

63.9

家   庭   用

前事業年度
（13/4～14/3）

(百万ｍ
3
：46.04655MJ/ｍ

3
)

(単位：百万円)

            ガス販売量につきましては、家庭用が新設件数の伸び悩みに加え、春先の高気温による暖房

        需要減が響き3.8％減少いたしました。一方、業務用は工業用などの新設大口物件が寄与して2.3％

        増となり、全体では0.3％減となりました。

(％)

業
務
用

増減率
（14.9.30現在） （13.9.30現在）

1,862

増  減

△296

当中間会計期間末 前中間会計期間末
（％）

件

件

％

2,158

576,186

64.8

44

商 業 用

工 業 用

△8,946

△0.9

増減率

△3.8

△0.0

26.0

114

85

中間（当期）純利益

医 療 用

計

その他営業雑収益

ガ ス 売 上 高

合    計

108

△247

△387

267△0.3

2.3

△3.8

前事業年度
（13/4～14/3）

37,455

1,495

7,141

25

1,389

47,507

992

340

△2.0

△3.7

△2.2

65.9

△11.2

△2.4

△25.2

△21.0

△0

13

152

46 △1

△0

2

△1

24

28

5

64

37

10

8

当中間期の業績の概況及び通期の見通し当中間期の業績の概況及び通期の見通し当中間期の業績の概況及び通期の見通し当中間期の業績の概況及び通期の見通し

増  減前中間会計期間
（13/4～13/9）

項      目

需要家数

普  及  率

項     目
（14/4～14/9）
当中間会計期間
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ました。

0.8 ％ 0.7 ％ 40 ％

93.0 94.2 3,903

4.8 4.3 253

1.4 0.8 71

100.0 100.0 4,268

   ガス売上高は、ガス販売量の減少及び需要構造の変化による販売単価の低下により、前中間

会計期間に比べ2.0％減の15,898百万円となりました。また、受注工事、器具販売、附帯事業収益

が前年を下回りましたため、当中間会計期間の総売上高は前中間会計期間に比べ2.4％減の

19,410百万円となりました。

　費用の面におきましては、経営全般にわたる一層のコスト低減に努めましたが、千歳工場の除却

損の計上もあり、当中間会計期間の損益は387百万円の経常損失、247百万円の中間純損失となり

 3. 設備投資

当中間会計期間

340

製 造 設 備 18

実績
項     目

　2. 収支の状況

1,931

992

(内転換関連設備)

項   目

(782) (31.6)

営 業 利 益

47,507

2,447

  当中間会計期間の設備投資の主なものは、導管（供給設備）1,491百万円、天然ガス関連設備で

100.0

78

14

1,843合   計

構成比

36

業 務 設 備

供 給 設 備 2,305

119

340

600

附 帯 事業設備

(見通し)

(461)

2,479

経 常 利 益

　4. 通期（平成15年3月期）の見通し

当期純利益

(321)

1,736

0.0

△516

△392

0

△21.1

△39.6

(25.0)

平成14年度

34.5

(33.2)

1.8

0.9

91.4

5.9

2.1

(1,418)

42.0

32.8

635

増 減平成13年度

(69.7)

5

21

51.2

142.5

実績 構成比

前事業年度増減率
実績(％)

総 売 上 高

(単位:百万円)

(単位未満切り捨て)

ある補強導管等755百万円となっており、設備投資合計では2,479百万円となりました。

また、本支管の総延長数は当中間会計期間に9km増加し、4,434kmとなりました。

48,500

(実績)

992

増減率
(％)

13

568

40

(単位:百万円)

構成比

前中間会計期間
増減
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金　　額 金　　額 金　　額
％ ％ ％

81,164,480 80,153,619 80,477,597
74,184,152 72,009,790 73,139,220
11,566,952 11,645,755 12,125,609
51,233,322 48,758,562 50,235,964
8,796,442 8,075,666 8,179,674
1,028,677 1,079,100 1,092,093
1,558,756 2,450,705 1,505,878
621,724 2,317,076 1,531,266

          － 2,261,364 1,473,194
621,724 55,711 58,072

6,358,603 5,826,753 5,807,110
3,084,638 2,675,996 2,662,309
723,833 584,596 615,280

2,625,542 2,671,702 2,629,320
△ 75,410 △ 105,542 △ 99,800
12,734,243 8,493,950 9,953,523
5,754,788 1,155,105 2,807,685
532,811 611,186 625,407

2,747,857 2,753,213 4,141,257
772,896 768,704 855,406
432,932 395,276 238,894

2,543,553 3,007,241 1,478,258
△ 50,595 △ 196,777 △ 193,385
5,438,235 5,254,772 5,278,848
5,438,235 5,254,772 5,278,848
99,336,959 93,902,343 95,709,970

個 別 中 間 財 務 諸 表 等個 別 中 間 財 務 諸 表 等個 別 中 間 財 務 諸 表 等個 別 中 間 財 務 諸 表 等
１．中 間 貸 借 対 照 表１．中 間 貸 借 対 照 表１．中 間 貸 借 対 照 表１．中 間 貸 借 対 照 表

資 産 合 計

現 金 及 び 預 金

投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産

流 動 資 産

そ の 他

売 掛 金

貸 倒 引 当 金

開 発 費

業 務 設 備
附 帯 事 業 設 備
建 設 仮 勘 定

投 資 等
そ の 他 無 形 固 定 資 産

（単位：千円）

科          目
当中間会計期間末 前事業年度の

（平成14年9月30日現在）（平成14年3月31日現在）（平成13年9月30日現在）
要約貸借対照表

前中間会計期間末

（  資  産  の  部  ）
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
製 造 設 備
供 給 設 備

無 形 固 定 資 産

構成比 構成比

81.7

74.7

85.4

76.7

84.1

76.4

構成比

12.8

0.6

6.4

5.5

100.0

5.5

2.5

6.2

9.0

5.6

1.6

6.1

10.4

100.0 100.0

ソ フ ト ウ ェ ア 制 作 費

受 取 手 形

製 品 ・ 原 料 ・ 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産

そ の 他
貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産



24

金　　額 金　　額 金　　額
％ ％ ％

53,269,923 53.6  57,893,433 61.7  51,746,940 54.1  

10,000,000 15,000,000 10,000,000
6,802,000 6,802,000 6,802,000
34,134,600 33,764,800 32,522,000

          － 175,805 175,805
2,004,577 1,868,121 1,946,752
328,746 282,705 300,382

25,480,654 25.7  15,001,797 16.0  22,414,741 23.4  

19,670,800 5,069,800 14,914,500
1,121,826 885,504 1,835,307

          － 500,000           －
226,222 212,817 305,775

          － 3,000,000           －
4,461,806 5,333,676 5,359,158
78,750,578 79.3  72,895,231 77.6  74,161,682 77.5  

3,821,827 3.8            － - 3,821,827 4.0  

2,358,013 2.4            － - 2,358,013 2.5  

1,582,238           － 1,582,238
775,775           － 775,775

          － -           － - 311,325 0.3  

14,206,589 14.3            － - 14,751,319 15.4  

14,100,000           － 14,100,000
106,589           － 651,319
199,949 0.2            － - 309,670 0.3  

          － -           － - △ 3,868 △0.0  

20,586,380 20.7            － - 21,548,288 22.5  

          － - 3,821,827 4.1            － -

          － - 1,582,238 1.7            － -

          － 1,582,238           －
          － - 14,970,127 15.9            － -

          － 775,775           －
          － 14,100,000           －
          － 500,000           －
          － 13,600,000           －
          － 94,352           －
          － - 311,325 0.3            － -

          － - 334,750 0.4            － -

          － - △ 13,157 △0.0            － -

          － - 21,007,112 22.4            － -

99,336,959 100.0 93,902,343 100.0 95,709,970 100.0

資 本 剰 余 金

流 動 負 債
1 年 以 内 に 期 限 到 来 の 固 定 負 債

買 掛 金

資 本 金

そ の 他

中間（当期）未処分利益

（ 資 本 の 部 ）

科          目

（ 負 債 の 部 ）

（単位：千円）
前事業年度の

構成比 構成比

（平成14年3月31日現在）

構成比

（平成13年9月30日現在）（平成14年9月30日現在）
要約貸借対照表

前中間会計期間末 当中間会計期間末

自 己 株 式
その他有価証券評価差額金

転 換 社 債

負 債 合 計

製 造 設 備 除 却 積 立 金

（ 資 本 の 部 ）

固 定 負 債

長 期 借 入 金
再評価に係る繰延税金負債
退 職 給 付 引 当 金
ｶ ﾞ ｽ ﾎ ﾙ ﾀ ﾞ ｰ 修 繕 引 当金

社 債

利 益 剰 余 金

任 意 積 立 金

負 債 ・ 資 本 合 計
資 本 合 計

土 地 再 評 価 差 額 金

法 定 準 備 金
資 本 準 備 金
利 益 準 備 金

再 評 価 差 額 金
剰 余 金

中 間 未 処 分 利 益
別 途 積 立 金

利 益 準 備 金

短 期 借 入 金

コマーシャル・ペーパー

資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

任 意 積 立 金

自 己 株 式

資 本 準 備 金

資 本 金

未 払 法 人 税 等
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２．中 間 損 益 計 算 書２．中 間 損 益 計 算 書２．中 間 損 益 計 算 書２．中 間 損 益 計 算 書

金　　額 金　　額 金　　額

% % %
16,231,043 15,898,899 37,455,089
16,231,043 15,898,899 37,455,089
5,929,729 5,284,486 14,150,429

(10,301,314) (10,614,413) (23,304,659)
9,298,028 9,346,123 19,353,320
1,195,081 1,373,152 2,531,487
(△191,795) (△104,863) (1,419,851)
2,959,355 2,894,569 8,662,106
2,644,118 2,692,500 7,893,620
695,604 617,403 1,389,948
551,710 458,505 1,130,513

(267,336) (256,104) (2,447,771)

225,795 188,268 442,739
1,848 1,644 3,396

223,946 186,623 439,343
802,821 831,958 1,897,903
461,120 434,762 904,501
192,803 194,015 467,182
35,500 35,886 39,970
113,397 167,294 486,248

(△309,690) (△387,585) (992,607)

特　　　別　　　利　　　益         －         － 95,988
        －         － 95,988

特　　　別　　　損　　　失         －         － 548,841
        －         － 432,209
        －         － 116,632

△ 309,690 △ 387,585 539,754
6,389         － 70,472

△ 111,365 △ 139,860 129,265
△ 204,713 △ 247,725 340,015
311,303 342,077 311,303
106,589 94,352 651,319

自　平成13年4月 1日
至　平成14年3月31日

( 経 常 利 益 ) △ 1.9 △ 2.4 2.7

自　平成13年4月 1日 自　平成14年4月 1日
至　平成13年9月30日 至　平成14年9月30日

△ 0.9

△ 1.6

2.2

-

0.6

0.8

1.7

△ 1.9

0.0

△ 0.7

△ 1.3

1.9

0.7

△ 2.4 1.4

0.2

0.3

0.9

37.8

62.2

51.7

6.8

3.8

23.1

21.1

3.7

3.0

0.3

1.5

-

-

-

-

5.15.24.9

6.5

1.4 1.2 1.2

1.6 1.6

33.2

66.8

58.8

8.6

3.9

2.93.4

△ 1.2

18.2

16.3

4.3

18.2

16.9

△ 0.7

36.5

63.5

57.3

7.4

法 人 税 等

特
別
損
益
の
部

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

固 定 資 産 売 却 益

投資有価証券評価損
関係会社投資評価損

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益
前 期 繰 越 利 益
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益
法 人 税 等 調 整 額

(単位：千円）

製 品 売 上
ガ ス 売 上

前事業年度の当中間会計期間前中間会計期間

100.0100.0

経

常

損

益

の

部

営

業

損

益

営

業

外

損

益

供 給 販 売 費
一 般 管 理 費

附 帯 事 業 費 用
( 営 業 利 益 )

営 業 雑 費 用
附 帯 事 業 収 益

営 業 雑 収 益
( 事 業 利 益 )

社 債 発 行 費 用 償 却

営 業 外 収 益
受 取 利 息
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
社 債 利 息

売 上 原 価
( 売 上 総 利 益 )

要約損益計算書

そ の 他

百分比 百分比 百分比

科          目

100.0
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１． 資産の評価基準及び評価方法
（１）た な 卸 資 産       
①　製品及び原料

総平均法による原価法
②　貯 蔵 品      
　移動平均法による原価法

（２）有 価 証 券       
①　満期保有目的の債券

償却原価法
②　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
③　その他有価証券

時価のあるもの　　中間決算末日の市場価格等に基づく時価法
  （評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの    移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産        

定率法によっております。但し、千歳支社並びに製造設備のうち石狩工場、供給設備のうち天然ガス用設
備及び平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 3～50年
導管 13～22年
機械装置及び工具器具備品 2～20年

　　　 また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産のうち、一括償却を選択した資産については、
3年間で均等償却をしております。

（２）無形固定資産        
定額法によっております。
但し、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によ
っております。

　 （３）長期前払費用        

均等償却をしております。

３．繰延資産の処理方法
（１）社 債 発 行 費       

支出時に全額費用として処理しております。
（２）開 発 費       

商法に定める最長期間（5年間）による均等額償却を行っております。
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４．引当金の計上基準
（１）貸 倒 引 当 金        

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）退職給付引当金        
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当
中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（15 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしており
ます。

（３）ガスホルダー修繕引当金
球形ガスホルダーの周期的な修繕に要する費用の支出に備えるため、前回の修繕実施額に基づく次回修繕
見積額を次回修繕までの期間に配分して計上しております。

５．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理について
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

表示方法の変更表示方法の変更表示方法の変更表示方法の変更                                

（中間貸借対照表）           
前中間会計期間において「無形固定資産」に含めて掲記しておりました「ソフトウェア制作費」（前中間会計期
間末561,290千円）は、資産総額の1/100を超えたため、ガス事業会計規則により区分掲記しております。

追 加 情 報追 加 情 報追 加 情 報追 加 情 報                            

（自己株式及び法定準備金取崩等会計）                  
当中間会計期間から「企業会計基準第１号　自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（平成14年
2月21日　企業会計基準委員会）を適用しております。この変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。
なお、中間財務諸表等規則及びガス事業会計規則の改正により、当中間会計期間における中間貸借対照表の資
本の部については、改正後の中間財務諸表等規則及びガス事業会計規則により作成しております。
　これに伴い、前中間会計期間まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「自己株式」（前中間会計
期間末42千円）は、当中間会計期間より資本に対する控除項目として資本の部の末尾に表示しております。
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注 記 事 項注 記 事 項注 記 事 項注 記 事 項                            

（貸借対照表関係）           
　　　　　　　　　　　　　　　　              （前中間会計期間末）（当中間会計期間末）（前事業年度末       ）
　１． 有形固定資産の減価償却累計額 90,566,475千円 96,690,551千円 93,770,143千円

　２． 保 証 債 務        180,537千円 157,261千円 176,268千円

  ３.  商法第290条第1項第4号に規定する超過額 3,080,221千円 2,896,759千円 2,920,835千円

４.　期末日満期手形の処理
期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、前中間会計期間及び前事業年度の末日
が金融機関の休日であったため、次の満期手形が前中間会計期間末及び前事業年度末残高に含まれております。

　　　　　　　　　　　　　　       （前中間会計期間末）　（当中間会計期間末）　（前事業年度末       ）
受 取 手 形        　　　 38,386千円 － 千円 31,333千円

  ５. 消費税等の取り扱い
仮払消費税等及び仮受消費税等は、これを相殺のうえ流動負債「その他」に含めて表示しております。

（損益計算書関係）           

　１．当社は事業の性質上、事業年度の上半期と下半期の売上高及び営業費用に著しい季節的変動があります。
　　　その主な要因は、下半期における暖房用ガスの需要増等、寒冷地の地域特性によるものです。

　２．減価償却実施額        
　　　　　　　　　　　　　　　      （前中間会計期間）　  （当中間会計期間）  　（前事業年度      ）

有 形固定資産        3,310,005千円 3,177,441千円 6,907,898千円
無形固定資産        67,848千円 57,552千円 129,173千円

計 3,377,853千円 3,234,994千円 7,037,071千円
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（ リース取引関係）           

  １．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るもの
　 （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
　　　　　　（前中間会計期間） 単位：千円

　　　　　　　　　　　　 製造設備 供給設備 業務設備 合　　計
取 得 価 額 相 当 額          21,600 112,490 28,335 162,425
減価償却累計額相当額 19,500 70,842 23,273 113,615
中間期末残高相当額          2,100 41,648 5,061 48,810

　　　  　　（当中間会計期間） 単位：千円
　　　　　　 製造設備 供給設備 業務設備 合　　計
取 得 価 額 相 当 額          21,600 321,139 28,335 371,075
減価償却累計額相当額 21,600 71,950 27,467 121,018
中間期末残高相当額          - 249,188 867 250,056

            （前事業年度） 単位：千円
製造設備 供給設備 業務設備 合　　計

取 得 価 額 相 当 額          21,600 134,424 28,335 184,359
減価償却累計額相当額 21,300 81,432 25,898 128,631
期 末 残 高 相 当 額          300 52,991 2,436 55,728

　 （２）未経過リース料期末残高相当額
                                         （前中間会計期間） （当中間会計期間） （前事業年度      ）
　　　　　　　 １ 年 以 内     　 22,798千円 60,304千円 21,243千円
　　　　　　　 　　１ 年 超     　 26,011千円 189,752千円 34,484千円
　 合  計     48,810千円 250,056千円 55,728千円

なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末
残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　 （３）支払リース料及び減価償却費相当額
                                  　　   （前中間会計期間） （当中間会計期間） （前事業年度      ）
　　　　　　支払リース料        　　　　 　15,370千円 30,866千円 30,386千円
　　　　　　減価償却費相当額        　　　　　　　 　　15,370千円 30,866千円 30,386千円

　 （４）減価償却費相当額の算定方法
　　　　　  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

  ２．オペレーティング・リース取引に係るもの
　　　　  未 経 過 リ ー ス 料          
                             　　　　　 　（前中間会計期間） （当中間会計期間） （前事業年度      ）
　　　　　　　 １ 年 以 内     　 68,516千円 30,283千円 67,677千円
　　　　　　　 　　１ 年 超     　 5,629千円 15,310千円 14,577千円
　 合  計     74,146千円 45,594千円 82,255千円
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（ 有 価 証 券 関 係 ）           

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社及び関連会社株式で時価のあるも
のは所有しておりません。

（重要な後発事象）           

社債の発行
平成14年10月21日開催の取締役会において、普通社債を30億円を限度として平成14年10月25日より平成
15年1月31日までに発行することを決議し、平成14年11月15日を払込期日として次のとおり発行いたしまし
た。

第8回無担保社債（社債間限定同順位特約付）
発行総額 30億円
利率 0.60％
償還期日 平成19年11月15日


